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序     文 
 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性

がうたわれてきています。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応する科

学技術協力」事業が新設されました。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症等の分野に

おいて、わが国と開発途上国の共同での技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが国

の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としています。なお、本

事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、外務省、独立行政法人国際協力機

構（JICA）の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対す

る支援は JICA により行うこととなっています。 

日本国政府は、チュニジア共和国政府からの地球規模課題対応国際科学技術協力事業

（SATREPS）の要請に基づき、2010 年 6 月 1 日から 5 年間の予定で「乾燥地生物資源の機能解析

と有効利用プロジェクト」を実施しています。 

本プロジェクトによる協力期間の中盤にあたり、事業の進捗状況を把握するとともに、プロジ

ェクト後半の運営において日本側及びチュニジア共和国政府がとるべき措置を提言することを

目的として、当機構は 2013 年 6 月 1 日から同年 6 月 20 日にかけて、当機構農村開発部次長の永

友紀章を団長とする中間レビュー調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査及び協議

結果を取りまとめたものであり、本プロジェクト実施にあたり、広く関係者に活用されることを

願うものです。 

最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成 26 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 北中 真人 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：チュニジア共和国 案件名：（科学技術）乾燥地生物資源の機能解析と有効利用 

分野：農林水産-農業-農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4 億 3,000 万円 

協力期間 2010 年 6 月 1 日～ 

2015 年 5 月 31 日 

先方関係機関：高等教育・科学技術省 （MHESRT）、スファッ

クス大学（US）工学院（ENIS）、スファックス・バイオテクノ

ロジー・センター（CBS）、国立乾燥地研究所（IRA）、ボルジ

ュ・セドリア・バイオテクノロジー・センター（CBBC）、チュ

ニジア国立農業研究センター（INAT） 

日本側協力機関：筑波大学、京都大学、東京工業大学 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

チュニジア共和国（以下、「チュニジア」と記す）は、地中海から沙漠までの距離が短い（100

～350km）独特な地形を有し、そのほとんどは乾燥地や半乾燥地に属する。これら地域内での乾

燥度の変化は大きく、多様な生物分布を有している。乾燥地という極限環境下に対応するため、

沙漠における微生物・植物には、抗酸化物質等の機能性食品として利用価値の高い生物マテリ

アルが多く存在することも明らかになってきており、熱帯における生物資源とは異なるポテン

シャルを有することが期待されている。 

しかし、その一方でその機能の探索や利用の事例は乏しい。例えば、乾燥地生物資源の 1 つ

であるオリーブに関して、チュニジアはオリーブオイルの輸出量は世界 3 位であるものの、そ

の多くがタンクでの輸出であり、付加価値づけがなされていない。薬用植物についてもメラニ

ン合成阻害成分等、有用成分を有していることが解明されているものの、これまで利用されて

いない。このため、今後はこれらの有用生物資源の機能を探索し、その利用法についても開発

することで付加価値を高めることが必要である。また、乾燥地生物資源は、その量が限られて

いるため、環境に順応した品種を作成するための手法の開発を行い、量産化に向けた取り組み

を開始することが重要である。 

この課題への対応のため、これまでの共同研究実績があり、共同研究実施体制が整っている

日本へ、本案件「乾燥地生物資源の機能解析と有効利用」が要請され、チュニジアの研究機関

〔スファックス・バイオテクノロジー・センター（Center of Biotechnology of Sfax：CBS）、ボル

ジュ・セドリア・バイオテクノロジー・センター（Center of Biotechnology of Borj Cedria：CBBC）、

チュニジア国立農業研究センター（National Agronomic Institute of Tunisia：INAT）、スファック

ス大学（University of Sfax：US）、国立乾燥地研究所（Institute of Arid Regions：IRA）〕と日本の

研究機関（筑波大学北アフリカ研究センター、京都大学生命科学研究科、東京工業大学総合理

工学研究科）が協同して地球規模課題となっている乾燥地生物資源の機能解析と有効利用のた

めの研究開発を行うことになった。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

1）実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。 

2）有用生物資源を用いて開発された製品の商品化による地域開発活性化。 

 

（2）プロジェクト目標 

乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・機能性評価・

生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な基礎が構築される。

 

（3）アウトプット 

1）乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及びその生

息環境が解析される。 

2）乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域環境に適

合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境に改善するための方法が開発される。

3）乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを含む統

合データベースが構築される。 

4）分子マーカーを活用した非生物的ストレス耐性食用作物の育種方法が開発される。 

5）乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用・製品化に関する技術が

開発される。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

長期専門家派遣：延べ 2 名（業務調整）、短期専門家派遣：延べ 22 名、本邦研修：長

期 6 名、短期 22 名、機材供与：チュニジア向け約 1 億 5,100 万円、日本の研究機関向

け約 1,200 万円、ローカルコスト負担：約 3,000 万円 

2）チュニジア側 

カウンターパート（C/P）配置：67 名（中間レビュー時）、機材調達：約 3,500 万円、

ローカルコスト負担：約 2,400 万円、土地・施設提供（事務スペースの提供） 

２．評価調査団の概要                        （＊＝オブザーバー）

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

総括 永友 紀章 JICA 農村開発部次長兼農村開発第一グループ長 

科学技術計画・評価 岩永  勝* 独立行政法人国際農林水産業研究センター 

（JIRCAS）理事長 

科学技術計画・評価 発  正浩* 独立行政法人科学技術振興機構（JST）地球規模課

題国際協力室 主任調査員 

協力企画 井口 邦洋 JICA 農村開発部畑作地帯課副調査役 

評価分析 道順  勲 中央開発（株）海外事業部 

調査期間 2013 年 6 月 1 日～2013 年 6 月 20 日 評価種類：中間レビュー調査 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット 1：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能

性及びその生息環境が解析される。 

実績：チュニジア側での研究活動は、研究機器の調達遅れ・運搬時の交通事故、チュニジ

アの革命（ジャスミン革命、2010 年 12 月～）、チュニジア国内の社会的・治安状況等の影

響を受けたものの、生物資源の有用機能解析についての研究活動の成果は大変良好であり、

数多くの論文発表、学会発表数、特許出願数において高い実績を上げている。食品加工向

けの材料として高いポテンシャルをもつ、生物資源の有用機能成分が複数、選定されるこ

とが期待される。 

 

（2）アウトプット 2：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、

地域環境に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開発される。

実績：アウトプット 2 に関する研究活動も、アウトプット 1 の項で述べたと同様の影響を

受けた。ただし、水、土壌、環境に関する研究は全般的には順調に進捗しており、有用な

研究成果が生み出されている。チュニジア側の 5 研究機関間で研究データが十分に共有さ

れることを通じて、プロジェクト終了時までに、アウトプット 2 に関する研究成果が期待

される水準に到達すると予想される。 

 

（3）アウトプット 3：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラ

リーを含む統合データベースが構築される。 

実績：データベースの枠組みが設計され、収集された生物資源情報が、関連研究機関のコ

ンピュータにインプットされた（記入様式を統一した Excel ファイルにインプットされてい

る）。コンピュータに入れたデータ・情報の精査が進められている。データベースの統合化

〔例えば、収集あるいは分析結果としての生物資源に関するデータ・情報と生育環境（土

壌や気象など）情報の統合化〕は、今年から進められる。データベースの統合化にあたっ

ては、データベース担当者がより頻繁にコミュニケーションをとり、担当者間で議論を進

める必要がある。 

 

（4）アウトプット 4：分子マーカーを活用した非生物的ストレス耐性食用作物の育種方法が開

発される。 

実績：分子マーカーを活用した育種方法の開発が進められている。対象となっている作物

は、ソルガム（耐塩性と耐乾性など）、コムギ（耐塩性と耐病性）及びオオムギ（耐塩性と

耐病性）である。 

 

（5）アウトプット 5：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用法・製品化

に関する技術が開発される。 

実績：オリーブと薬用植物（ローズマリー）の利用法・製品化に関する技術開発が、主と

して CBBC、CBS、IRA で進められている。これまでに共同研究の成果として（アウトプッ
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ト 1 における研究成果）、数多くの有望な機能性が見つけられているので、それら機能性を

用いた製品化にかかわる技術開発が、残りのプロジェクト期間において加速化するものと

思われる。 

 

（6）プロジェクト目標：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の

探索・機能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な

基礎が構築される。 

実績：チュニジア側 5 研究機関の研究能力は、全般的にみて、順調に強化されつつあると

いえる。プロジェクト終了時には、生物資源の有用成分の探索、機能性評価、生産、製品

化を行うための技術的な基礎が構築されるものと期待される。ただし、情報共有や業務分

担等に関して、本プロジェクトに参加している研究機関間の協働体制を強化する必要があ

る。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

1）地域開発のために半乾燥・乾燥地の生物資源を評価研究する必要性、2）チュニジアの

国家開発政策等との整合性、3）わが国の対チュニジアの援助方針との整合性、4）プロ

ジェクトアプローチの適切さ、から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（2）有効性：高くなると見込まれる 

関係研究機関間の協働体制が改善するための方策が実施され、プロジェクトの残り期間

の研究活動が円滑に進捗すれば、プロジェクト終了時には、本プロジェクトの有効性が高

くなるものと考えられる。 

 

（3）効率性：中程度 

機材調達の遅れや機材運搬時の交通事故並びに革命などの影響を受けたため、本プロジ

ェクトの効率性は、現時点においては、中程度であるといえる。 

 

（4）インパクト 

1）上位目標「1．実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。」及び

「2．有用生物資源を用いて開発された製品の商品化による地域開発活性化。」達成の見

通し 

プロジェクトの残り期間におけるチュニジア人研究者の能力強化が効果的に進めら

れ、チュニジア側 5 研究機関が生物資源に関する研究を継続するならば、チュニジア側

研究機関が、乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる可能性は高いと考えら

れる。有用生物資源の製品化については、残りのプロジェクト期間において、有用生物

資源を用いた製品化に対する支援活動を行っていく必要がある。 

2）その他のインパクト 

まだプロジェクト期間の半ばであるため、顕著なプラスの波及効果というものはみら

れないが、生物資源の機能性解析における研究成果には、顕著な成果がある。具体的に
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は、生物資源の有用な機能性を用いた食品や化粧品が将来開発される可能性が非常に高

い。水と環境に関する研究成果は、水資源利用の効率性向上に用いることができる基礎

情報となり得る（チュニジアの水資源は非常に限られているため）。 

 

（5）持続性 

政策面、組織面、資金面、技術面で本プロジェクトの持続性がおおむね確保されるであ

ろうと判断される。 

1）政策面 

妥当性の項で述べたように、チュニジア政府の「経済社会開発戦略 2012-2016」では、

①科学技術を通じて経済構造の変換②生産、創造、自由なイニシアティブのために内部

的ダイナミック条件の創出③資源の最適利用と自然生育地の保全、が重点事項に含まれ

ており、本プロジェクトの目的と関連性が高い。したがって、本プロジェクトの政策面

での持続性は確保されるものと考える。 

2）組織面 

本プロジェクトに参画しているチュニジア側研究機関は公的研究機関であり、組織的

には複数の研究室と事務部門をもつ。5 研究機関とも、教授、准教授、助教授、技術スタ

ッフ（エンジニアやテクニシャン）など 100 名以上の研究者を抱えている。研究機関に

よっては、博士課程の学生もおり、その人数は約 100 名である。全 5 研究機関とも整っ

た組織体制をもち、能力ある研究者がいる。したがって、有用生物資源の研究を継続す

るための組織面の持続性はあると考える。 

3）財政面 

チュニジア側 5 研究機関ともある程度の年間予算をもち、本プロジェクトの研究活動

にも予算を支出している。5 研究機関の予算的貢献は大きい。したがって、有用生物資源

についての研究を継続するうえでの資金面での持続性はあると考える。 

4）技術面 

既に述べたように、チュニジア側 5 研究機関は多くの能力ある研究者を抱え、本プロ

ジェクトにおいてチュニジア側研究者と日本側研究者が共同研究を進めることを通じ

て、チュニジア側研究者の能力の更なる強化が進んでいる。もちろん、研究者によって

能力水準に差はあるものの、本プロジェクトにかかわっているチュニジア研究者間で、

研究機器の使用方法について、また、研究技術についての知識やスキルを共有・移転す

ることは非常に必要なことであり、有用生物資源の研究を継続するために必要な技術面

の持続性を確保するうえでも重要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし 

 

（2）実施プロセスに関すること 

チュニジア及びチュニジア国内一部地域への渡航制限措置があったため、現地において、

日本人研究者がチュニジア人研究者へ技術移転することが難しくなった時期があったこと
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から、代替策として、本邦研修参加者数を増やして、チュニジア人研究者への技術移転促

進を図ったことは、研究活動推進において効果的であった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特に大きな問題を生じさせているわけではないが、チュニジア側研究機関が 5 機関と多

数となるため、計画策定時に、実施機関間の協働体制を築くことの必要性が指摘されたも

のの、協働体制を築くための具体的方策について、十分には検討されていなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

機材調達の遅れ、機材運搬時の交通事故、政変（革命）、日本人研究者の渡航制限、東日

本大震災などの影響を受けたため、チュニジア側の研究活動に約 1 年の遅れが生じている。

 

３－５ 結論 

不可抗力に起因して研究活動の遅れが生じているものの、これまでに達成された研究成果に

は、顕著なものがある。研究グループによって、研究の進捗状況にばらつきがみられ、チュニ

ジア国内での研究活動の成果が上がってくるのはこれからであり、プロジェクト期間内にプロ

ジェクト目標を達成できるかどうか判断するのは時期尚早と判断される。ただし、残り期間で

目標を達成しようという研究者の意欲は高く、現在抱えている課題を改善することで、プロジ

ェクト目標が達成される可能性は十分にあると考えられる。そのためには、プロジェクト関係

者間のコミュニケーションをより一層緊密にして研究活動を促進することが期待される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）プロジェクト全体について 

1）残りのプロジェクト期間内での成果・目標達成に向けた活動促進 

2）日本側・チュニジア側研究者間の情報共有体制の強化 

3）残りのプロジェクト期間の詳細活動計画の作成 

4）PDM の修正（主として具体的数値目標の設定） 

 

（2）日本側研究機関に対して 

1）日本側研究機関間の情報共有体制の強化 

2）英文進捗報告書の作成とチュニジア側研究機関と共有 

 

（3）チュニジア側研究機関に対して 

1）チュニジア側研究機関の協働体制の強化 

2）サイエンティフィック・コーディネーター及びグループ・コーディネーターの役割の

明確化 

3）機材の適切な維持管理 
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３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

特になし 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

チュニジア共和国（以下、「チュニジア」と記す）は、地中海から沙漠までの距離が短い（100

～350km）独特な地形を有し、そのほとんどは乾燥地や半乾燥地に属する。これら地域内で

の乾燥度の変化は大きく、多様な生物分布を有している。乾燥地という極限環境下に対応す

るため、沙漠における微生物・植物には、抗酸化物質等の機能性食品として利用価値の高い

生物マテリアルが多く存在することも明らかになってきており、熱帯における生物資源とは

異なるポテンシャルを有することが期待されている。 

しかし、その一方でその機能の探索や利用の事例は乏しい。例えば、乾燥地生物資源の 1

つであるオリーブに関して、チュニジアはオリーブオイルの輸出量は世界 2 位であるものの、

その多くがタンクでの輸出であり、付加価値づけがなされていない。薬用植物についてもメ

ラニン合成阻害成分等、有用成分を有していることが解明されているものの、これまで利用

されていない。このため、今後はこれらの有用生物資源の機能を探索し、その利用法につい

ても開発することで付加価値を高めることが必要である。また、乾燥地生物資源は、その量

が限られているため、環境に順応した品種を作成するための手法の開発を行い、量産化に向

けた取り組みを開始することが重要である。 

この課題への対応のため、これまでの共同研究実績があり、協同研究実施体制が整ってい

る日本へ、本案件「乾燥地生物資源の機能解析と有効利用」（以下、「本プロジェクト」と記

す）が要請され、チュニジアの研究機関（スファックス・バイオテクノロジー・センター、

ボルジュ・セドリア・テクノロジー・センター、チュニジア国立農業研究センター、スファ

ックス大学、国立乾燥地研究所）と日本の研究機関（筑波大学北アフリカ研究センター、京

都大学生命科学研究科、東京工業大学総合理工学研究科）が協同して地球規模課題となって

いる乾燥地生物資源の機能解析と有効利用のための研究開発を行うことになった。 

これまで、「生物資源有用性評価」「生産基盤調整」「育種方法開発」「製品化技術開発」「デ

ータベース構築」の 5 グループごとに、関連分野に係る現地調査及び共同研究が進められる

とともに、カウンターパート（Counterpart：C/P）への技術移転が行われているところである。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成                         （＊＝オブザーバー） 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 永友 紀章 JICA 農村開発部次長兼農村開発第一グループ長 

評価分析 道順 勲 中央開発㈱ 海外事業部 

協力企画 井口 邦洋 JICA 農村開発部畑作地帯課副調査役 

科学技術計画・評価 

 

岩永 勝* 独立行政法人国際農林水産業研究センター（JIRCAS）

理事長 

科学技術計画・評価 発  正浩* 独立行政法人科学技術振興機構（JST）地球規模課題

国際協力室 主任調査員 
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（2）調査日程 

現地調査は 2013 年 6 月 1 日から 6 月 20 日までの期間で実施された。 

うち官団員は 6 月 10 日～6 月 19 日。なお、調査日程の詳細は、付属資料 1 を参照。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

（1）協力期間：2010 年 6 月～2015 年 5 月（5 年間） 

 

（2）実施機関（所在地はプロジェクト位置図参照） 

日本側：筑波大学北アフリカ研究センター、京都大学、東京工業大学 

チュニジア側：・高等教育・科学技術省（Ministry of Higher Education and Scientific 

Research and Technology：MHESRT） 

・スファックス・バイオテクノロジー・センター（Center of Biotechnology 

of Sfax：CBS） 

・スファックス大学工学院（National Engineering School of Sfax：ENIS） 

・国立乾燥地研究所（Institute of Arid Regions：IRA） 

・ボルジュ・セドリア・バイオテクノロジー・センター（Center of 

Biotechnology of Borj Cedria：CBBC） 

・チュニジア国立農業研究センター（National Agronomic Institute of 

Tunisia：INAT） 

 

（3）プロジェクトフレームワーク 

【上位目標】 

1．実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。 

2．有用生物資源を用いて開発された製品の商品化による地域開発活性化。 

【プロジェクト目標】 

乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・機能性評価・

生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な基礎が構築され

る。 

 

【成果】 

1．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及びその

生息環境が解析される。 

2．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域環境に

適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境に改善するための方法が開発

される。 

3．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを含む

統合データベースが構築される。 

4．分子マーカーを活用した耐乾性食用作物の育種方法が開発される。 

5．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用・製品化に関する技術

が開発される。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本プロジェクトに関する各種資料（詳細計画調査報告書、年次報告書、半期報告書、中間報告

書など）や 2012 年 9 月開催の JCC において改訂された PDM Version 2（Tentative）1を参考にしつ

つ、5 項目評価や実施プロセスに関する評価設問と収集必要なデータ等を設定した。評価設問等

については、付属資料 5．評価グリッド実績表を参照のこと。 

 

２－２ データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 

情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関連する政

策、プロジェクトの実績に関

連する資料 

・チュニジアの開発計画「経済社会開発戦略

2012-2016 （ Stratégie de Développement 

Economique et Social 2012-2016）」 

・農業環境省の「持続的開発国家戦略 2012-2016

（Strategie Nationale de Developpement Durable 

2012-2016）」 

・国別データブック 2011（外務省） 

・対チュニジア共和国 国別援助方針 2013 年 3

月（外務省） 

・詳細計画策定調査報告書（JICA、2010 年 3 月）

・プロジェクトの投入・活動・実績に関する資

料 

・プロジェクト実施報告書（年次報告書及び半

期報告書） 

②インタビュ

ー 

プロジェクトの実績・進捗状

況及び実施プロセスに関す

るヒアリング・確認 

・日本人専門家・研究者 

・チュニジア側研究機関（5 機関）の責任者（コ

ーディネーター）及び研究員 

③質問票 プロジェクトの実績、成果の

発現状況、効率性、インパク

ト、持続性等に関する事項の

把握 

・日本人専門家・研究者 

・チュニジア側研究機関（5 機関）の責任者（コ

ーディネーター） 

 

２－３ データ分析方法 

プロジェクトの投入実績に関する資料、日本人研究者代表に対する質問票の回答、チュニジア

側研究機関（5 機関）の代表者からの質問票回答、日本側研究機関が作成した年次報告書及び半

期報告書、並びに中間報告書等の資料を用いて、プロジェクトへの投入、成果やプロジェクト目

標の指標に対する現時点での達成状況、実施プロセスに関するデータ・情報を取りまとめたうえ

で、情報の分析を行った。  

                                                        
1 2012年9月開催のJCCでPDM改訂について議論され、改定案が作成されたものの、JCCでの正式な承認が手続きがされていな

い状況であった。 
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２－４ 評価調査の制約・限界 

本プロジェクトは、乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、塩生植物）の有用成分の探索・機

能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な基礎を構築する

ことを目的として実施されている「地球規模課題対応国際科学技術協力 SATREPS」である。共同

研究に参加している機関は、日本側が 3 機関（筑波大学北アフリカ研究センター、京都大学生命

科学研究科、東京工業大学総合理工学研究科）、チュニジア側が 5 機関〔スファックス・バイオ

テクノロジー・センター（CBS）、ボルジュ・セドリア・バイオテクノロジー・センター（CBBC）、

チュニジア国立農業研究センター（INAT）、スファックス大学工学院（ENIS）、国立乾燥地研究

所（IRA）〕である。また、研究グループが 5 つあり、それは、（1）生物資源有用性評価グループ

（2）生産基盤調整グループ（3）育種方法開発グループ（4）製品化技術開発グループ（5）デー

タベース構築グループ、である。研究グループと研究機関との関連をプロジェクトの枠組みとし

て図－１に記載するが、研究テーマが多岐にわたり、さらに多数の研究機関が参加しているため、

プロジェクトの全体像や活動項目の関連性を把握することに困難が伴う。また、日本側研究機関

が作成している、半期報告書や年次報告書は、半期ごとの活動内容や研究成果の説明が詳細に記

述されているものの、プロジェクトの活動全体でのなかで、どの時点まで進捗しているのか、予

定より遅れているのか、あるいは進んでいるのか、さらには、どのような問題に直面し、どのよ

うな対策をとってきたのかという点の記述が少なく、プロジェクト活動の進捗度を正確に把握す

ることが困難であった。 

さらに、研究内容は、5 グループに分かれているが、一部のグループの活動については、その

他のグループの研究内容とどの関連性が築かれるのか、わかりにくい研究テーマも含まれている

ことも、理解を難しくしている要因となった。 

本中間レビューにおいて、日本側研究者代表とチュニジア側 5 機関の代表者と協議する過程で、

PDM の指標に数値目標を設定したので、終了時評価時には、数値指標に基づいた達成度評価が可

能である。また、提言の 1 つとして、日本側研究機関及びチュニジア側研究機関が、残りのプロ

ジェクト期間における詳細な研究計画を作成することを取り上げたので、プロジェクト終了時の

達成目標がより具体的になることが期待される。 

なお、終了時評価においては、PDM 内の数値指標との比較における達成度評価だけでなく、可

能な限り、定性的評価も加えて評価することが望まれる。 
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参加機関   
グループ/アウトプット ターゲット 

チュニジア側 日本側 
方     法 

期待される

主な成果   

塩生植物 CBBC 

＜アウトプット 3関連＞ 

生物資源のデータベー

ス構築 

オリーブ CBS 生物資源有用性評価グ

ループ 

＜アウトプット 1 関連＞

アロマ植物 IRA 

・筑波大学 

・京都大学 

・伝承的薬効に基づいた有用生物資源の

選定 

・選定された植物から溶媒抽出・画分調

整 

・ポリフェノール等成分の分析（同性・

同定） 

・多様性多面的バイオアッセイによるス

クリーニング 

・機能性成分の作用メカニズムの解析 

データ、 

論文、 

特許、 

生物資源の有

用機能 

 

生育環境の解析 INAT 

・データベース仕組みの

設計 

・データベース運営体制

の構築 

・生物資源画分のライブ

ラリーの構築 
生物資源生産のための

生産基盤調整グループ

＜アウトプット 1 及び

2 の関連＞ 

生産環境の改善 ENIS 

・筑波大学 

・東京工業大

学 

・生息地域の環境特性の評価 

・環境安全性の評価 

・量的・質的水資源の確保技術の開発 

データ、 

論文、 

特許 

 

育種方法開発グループ

＜アウトプット 4 関連＞

乾燥耐性作物の

育種方法の開発 
INAT ・筑波大学 

・乾燥耐性と適応関連形質に関与する遺

伝子座の同定 

・分子マーカーの開発 

データ、 

論文、 

特許 

 

＜期待される主な成果＞ 

・全関係機関がアクセス

可能な統合データベ

ース 

・データベースとライブ

ラリーを管理できる

スタッフ 

・管理マニュアル 

 

 

      

製品化技術開発グループ 

＜アウトプット 5 関連＞ 

CBBC 

CBS 

IRA 

ENIS 

INAT 

・筑波大学 
・有用生物資源の経済性評価 

・機能性成分の食品加工技術の導入

データ、 

論文、 

特許 

 

＜参加機関＞ 

CBBC 

CBS 

IRA 

ENIS  

INAT 

筑波大学 

 

図－１ プロジェクトの枠組み（主要研究テーマと参加機関など） 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１日本側 

（1）プロジェクト活動に参加した日本の研究者 

中間レビュー時点で、本プロジェクトの研究活動に参加している研究者等の人数は、合

計 27 名で、その内訳は、筑波大学が 16 名、京都大学が 7 名、東京工業大学が 4 名である

（研究者には、博士課程及び修士課程の学生を含む）。詳細は、付属資料 3．ミニッツの

Annex 3 を参照のこと。 

 

（2）日本人研究者及び JICA 専門家のチュニジアへの派遣 

業務調整専門家（長期専門家）が 1 名派遣されている。また、短期派遣として、これま

でに 22 名の研究者がチュニジアに派遣された。詳細は、ミニッツの Annex 4 を参照のこ

と。 

 

（3）本邦研修 

6 名のチュニジア側研究者が筑波大学で研修を受けている（博士課程、3 年間）。また、

延べ 22 名のチュニジア人研究者が、短期の本邦研修（場所は、すべて筑波大学）に参加

した。詳細は、ミニッツの Annex 5 を参照のこと。 

 

（4）機材供与 

1）チュニジア側研究機関への機材供与 

JICA は、車両及びラボでの分析及びフィールド調査にかかわる各種研究機器を供与し

た。機器購入額は、約 151 米万ドル2（日本円換算額は、約 1 億 5,100 万円）である。詳

細は、ミニッツの Annex 6 を参照のこと。 

 

2）日本側研究機関への機材供与 

研究活動のための機器が筑波大学と京都大学向けに調達された。調達された機器の購

入額は、合計 12 万 6,000 米ドル3（日本円換算額は、約 1,200 万円）である。詳細は、ミ

ニッツの Annex 7 を参照のこと。 

 

（5）日本側負担現地活動費 

日本側がチュニジア現地での活動経費として支出した金額は、2013 年 3 月末までで、計

30 万 5,000 米ドル（日本円換算額は、約 3,000 万円）である。詳細は、ミニッツの Annex 8

を参照のこと。 

 
  

                                                        
2 一部機材の価格データが入手できなかった。実際の機材価格は、この数値より多くなる。 
3 一部機材の価格データが入手できなかった。実際の機材価格は、この数値より多くなる。 
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３－１－２ チュニジア側投入 

（1）プロジェクト活動に参加したチュニジア側研究者 

中間レビュー時点で本プロジェクトの研究活動に参加している研究者は、合計 67 名で

ある。各機関別、研究者の種類別の人数は、表－１のとおりである。なお、詳細は、ミニ

ッツの Annex 9 を参照のこと。 

 

表－１ チュニジア側研究者の内訳 

機関名 
人数合

計 

内  訳 

教授 准教授/助教授 研究員 
エンジニア/テ

クニシャン 

学生（博士課程/

修士課程） 
その他 

CBBC 10 1 4 0 2 3 0 

CBS 19 1 4 0 2 11 1 

ENIS 13 2 6 0 2 3 0 

INAT 14 3 1 0 1 9 0 

IRA 11 1 0 2 5 3 0 

計 67 8 15 2 12 29 1 

 

（2）チュニジア側の機材調達 

チュニジア側予算を用いて、プロジェクト活動のために各種の機器類の調達とガス・電

気設備の整備が行われた。機器類調達費用は、約 35 万米ドル4（日本円換算額は、約 3,500

万円）である。詳細は、ミニッツの Annex 10 を参照のこと。 

 

（3）チュニジア側負担活動経費 

チュニジア側は、専門家（業務調整）の事務スペース5や研究活動のための運営費（光熱

費等）を負担している。合計金額は、約 23 万 9,000 米ドル（日本円換算額は、約 2,400 万

円）である。詳細は、ミニッツの Annex 11 を参照のこと。 

 

（4）施設の提供 

長期専門家（業務調整）のための事務スペースは、首都チュニス市内の INAT 内にある。 

 

３－２ アウトプットの達成状況 

成果 1：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及びその生

息環境が解析される。 

チュニジア側での研究活動は、研究機器の調達遅れ・運搬時の交通事故、チュニジアの革命

（ジャスミン革命、2010 年 12 月～）、チュニジア国内の社会的・治安状況等の影響を受けたも

のの、生物資源の有用機能解析についての研究活動の成果は大変良好であり、数多くの論文発

表、学会発表数、特許出願数において高い実績を上げている。食品加工向けの材料として高い

ポテンシャルをもつ、生物資源の有用機能成分が複数、選定されることが期待される。

                                                        
4 一部機材の価格データが入手できなかった。実際の機材価格は、この数値より多くなる。 
5 プロジェクト初期、プロジェクト事務所はSfaxのCBSに置かれていたが、現在は首都チュニスのINAT内。 
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（1）アウトプット 1 に関する研究活動の進捗状況概略 

以下の生物資源の有用成分の機能性について解析が実施されている（括弧内は、生物資

源の種類）。 

1）メラニン産生に及ぼす影響（薬用植物） 

2）抗ガン効果（薬用植物、オリーブ、塩生植物6） 

3）抗肥満効果（オリーブの葉と塩生植物） 

4）白血病細胞分化誘導効果（オリーブの葉） 

5）抗アレルギー効果（塩生植物） 

6）抗ストレス効果（薬用植物） 

7）細胞エネルギー代謝促進効果（薬用植物） 

8）肝繊維化治療を目的とした植物抽出液からの有用化合物の単離精製（薬用植物） 

    

このほか、有用生物資源の生育地域の環境特性解析、有用生物資源の収集地域の気象デ

ータの収集・分析及び土壌の収集と分析が実施された。環境特性と有用成分の機能性の関

連性分析が、進められている。 

 

（2）各指標の達成状況について 

指標 1-1：関連分野での論文発表数、学会発表数、特許出願数 

アウトプット 1 に関連する論文発表数は 12、学会発表数（国際的会議だけでなく、国内

の会議も含む）は 45、特許出願数は 5 である。論文名と特許出願についての詳細情報は、

ミニッツの Annex 12 及び Annex 13 を参照のこと。 

 

上記のとおり、アウトプット 1 に関連する論文数、学会発表数、特許出願数は、非常に

多く、この指標の達成状況は非常に高いといえる。 

 

指標 1-2：機能解析に必要な分析能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数 

機能解析に必要な分析能力を備えた研究者等の人数は、中間レビュー時点で、CBBC で

6 名、CBS で 4 名、IRA で 4 名である。プロジェクト終了時において、必要な分析能力を

備えた研究者等の人数の目標値は、表－２に示すとおりである。（現地点で必要な能力を

有する研究者の人数及びプロジェクト終了時の目標人数については、日本側研究代表者の

意見を基に、チュニジア側関係機関の代表者の意見を取り入れつつ、確定させたもの。） 

 
  

                                                        
6 PDMでは、「耐塩性」という用語を用いているが、実際に対象となっている生物資源は、塩生植物であるため、文章中では

「塩生植物」と表記している。「塩生植物」は、その名のごとく塩がなくては生きらないと思われるほど、塩がないと、塩

があるときよりも、生育が著しく劣る植物であり、一方、「耐塩性植物」は、塩がない方がよいが、あってもある程度まで

生育でき、塩に弱い植物にくらべて耐えられる植物をいう。 
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表－２ 必要な分析能力を備えた研究者等の人数の目標値 

機関名 

現時点において 

機能性解析に必要な分析能力を備えた研究者

等の人数 

プロジェクト終了時において 

機能性解析に必要な分析能力を備えた研究者

等の人数（目標値） 

CBBC 6 7 

CBS 4 6 

ENIS --- --- 

INAT --- --- 

IRA 4 5 

 

成果 2：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域環境に適

合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開発される。 

アウトプット 2 に関する研究活動も、アウトプット 1 の項で述べたと同様の影響を受けた。

ただし、水、土壌、環境に関する研究は全般的には順調に進捗しており、有用な研究成果が生

み出されている。チュニジア側の 5 研究機関間で研究データが十分に共有されることを通じて、

プロジェクト終了時までに、アウトプット 2 に関する研究成果が期待される水準に到達すると

予想される。 

 

（1）アウトプット 2 に関する研究活動の進捗状況概略 

以下の研究・分析活動がおおむね当初の想定どおり進捗している。 

1）異なる気候条件下における統合水環境（地下水－地表水連続系）の比較解析 

2）有用生物資源生産のための量的・質的水資源の確保技術の開発及びアルカリ塩類集積

のリスクの高い地域における堆積物を活用した安定的・持続的な生産環境の改善方法の

検討 

3）チュニジア Joumine 貯水池の堆砂過程のモデル化 

 

（2）各指標の達成状況について 

指標 2-1：関連分野での論文発表数、学会発表数、特許出願数 

2013 年 3 月末時点で、論文数は 10、学会発表数は 25（うち、3 件は、国際的学会での

発表）、特許出願数は 0 である。論文と国際的学会発表実績の詳細については、ミニッツ

の Annex 12 と Annex 14 を参照のこと。 

アウトプット 2 に関する論文発表数と学会発表数は多くあり、有用生物資源生産のため

の水と土壌等に関する技術開発にかかわる非常に良い研究成果を産出しつつあるといえ

る。 
 

指標 2-2：当該分野での開発に必要な能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力を備えた研究者等の人数は、中間レビュー

時点で、CBS で 1 名、ENIS で 10 名、INAT で 3 名、IRA で 0 名である。プロジェクト終

了時において、必要な能力を備えた研究者等の人数の目標値は、表－３に示すとおりであ

る。 
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表－３ 必要な技術開発能力を備えた研究者等の人数の目標値 

機関名 

現時点において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数 

プロジェクト終了時において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数（目標値） 

CBBC --- ---- 

CBS 1 2 

ENIS 10 10 

INAT 3 3 

IRA 0 1 

 

成果 3：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを含む統

合データベースが構築される。 

データベースの枠組みが設計され、収集された生物資源情報が、関連研究機関のコンピュー

タにインプットされた（記入様式を統一した Excel ファイルにインプットされている）。コンピ

ュータに入れたデータ・情報の精査が進められている。データベースの統合化〔例えば、収集

あるいは分析結果としての生物資源に関するデータ・情報と生育環境（土壌や気象など）情報

の統合化〕は、今年から進められる。データベースの統合化にあたっては、データベース担当

者がより頻繁にコミュニケーションをとり、担当者間で議論を進める必要がある。 

 

指標 3-1：統合データベースに含まれる品種数や情報の充実度 

データベースに情報が入れられている生物資源の品種数は、合計 53 種類であり、塩生植物

では 14 種類、オリーブでは 25 種類、薬用植物では 14 種類である。 

〔参考情報：データベースに記録される情報は、塩生植物、オリーブ、アロマ植物の学名（ラ

テン名）、基本情報（ファミリー名、英語名、使用部分、基本成分など）、バイオあるいは化学

的分析結果等である〕 

 

指標 3-2：統合データベースを運営管理できるスタッフの数、運営マニュアル 

中間レビュー時点で、データベースを維持管理できるスタッフの人数は、表－４のとおりで

ある。なお、データベースの統合化はまだ始まっていないので、データベースの維持管理担当

者を対象としたさらなる研修が必要となる。運営マニュアルの作成については、進捗中である。 

 

表－４ データベースを運営管理できるスタッフの人数 

 CBBC CBS ENIS INAT IRA 

担当者数（名） 2 1 1 --- 2 

 

指標 3-3：ライブラリーに保存されている種の数 

ライブラリーに保存されているサンプル数は、合計で 312 である。保管されている場所は、

CBBC、CBS、IRA 及び筑波大学である7。種類別の数量は、以下のとおりである。 

                                                        
7 本プロジェクトで採取した有用植物資源は、チュニジア側（CBBC、CBS、IRA）では抽出体をdeep freezer（超低温冷凍庫）

で保管し、日本側は乾燥体を保存する。 



 

－11－ 

①塩生植物 ＝ 12 種×2 期間×5 個体＋2 種×1 期間×5 個体＝（計 130 サンプル） 

②オリーブ ＝ 15（品種・場所）×5 個体＋1（品種・場所）×5 個体＋9（品種・場所）＝ 

（計 89 サンプル） 

③アロマ植物＝ 1 種（rosemary）×10 地点×8 シーズン＋13 種＝（計 93 サンプル） 

（サンプル数の総計は、130＋89＋98＝312） 

 

指標 3-4：ライブラリーを運営管理できるスタッフの数、運営マニュアル 

ライブラリーを管理する担当者は、データベース担当者を兼任している。チュニジア側各機

関別の担当者数は、表－５のとおりである。 

 

表－５ ライブラリーを運営管理できるスタッフの数 

 CBBC CBS ENIS INAT IRA 

担当者数（人） 2 1 1 --- 2 

 

成果 4：分子マーカーを活用した非生物的ストレス耐性食用作物の育種方法が開発される。 

分子マーカーを活用した育種方法の開発が進められている。対象となっている作物は、ソル

ガム（耐塩性と耐乾性など）、コムギ（耐塩性と耐病性）及びオオムギ（耐塩性と耐病性）で

ある。 

 

（1）アウトプット 4 に関する研究活動の進捗状況概略 

1）量的形質座位（quantiative trait loci：QTL）の同定・分析と分子マーカー開発について 

ソルガム、コムギ、オオムギについて、目標とする耐性に関する QTL の同定・分析

が進められている。具体的には、以下のとおり。 

 

・ソルガムについては、ソルガムの開花期及び日長反応性、耐塩性、耐乾性に関与する

QTL の検出・分析が進められている（この研究は日本側研究機関が進めている）。 

・コムギについては、耐塩性に関する QTL が分析され、感受性品種と耐性品種が交配

され、現在、F2 種子を用いた QTL 解析が進められている（この研究も日本側研究機

関が進めている）。 

チュニジア側研究機関（INAT）では、デュラムコムギの葉枯病（leaf blotch）耐性

の分子マーカーの発掘が進められている。 

・オオムギについては、幼苗期におけるオオムギの耐塩性評価法が確立され、確立され

た評価法を用いて、東アジア産オオムギ・コアコレクションの耐塩性評価が進められ

ている（この研究は日本側研究機関が進めている）。 

チュニジア側研究機関（INAT）では、オオムギの葉枯病（leaf blotch）耐性の分子

マーカーの発掘が進められている。 
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（2）各指標の達成状況について 

指標 4-1：関連分野での論文発表数、学会発表数、特許出願数 

2013 年 3 月末時点で、アウトプット 4 に関連する論文数は 2、学会発表数は 3、特許出

願数は 0 である。論文発表実績の詳細については、ミニッツの Annex 12 を参照のこと。 

これまでにアウトプット 4 に関する複数の論文発表と学会発表があり、本プロジェクト

において分子マーカーを活用した育種方法の開発に関する良い研究成果を産出しつつあ

るといえる。 

 

指標 4-2：開発能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数 

育種方法開発に必要な能力を備えた研究者等の人数は、中間レビュー時点で、INAT で 3

名である。プロジェクト終了時において、必要な能力を備えた研究者等の人数の目標値は、

表－６に示すとおりである。 

 

表－６ 育種方法開発に必要な能力を備えた研究者等の人数の目標値 

機関名 

現時点において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数 

プロジェクト終了時において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数（目標値） 

CBBC --- ---- 

CBS --- ---- 

ENIS --- ---- 

INAT 3 6 

IRA --- ---- 

 

成果 5：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用法・製品化に関する技術

が開発される。 

オリーブと薬用植物（ローズマリー）の利用法・製品化に関する技術開発が、主として CBBC、

CBS、IRA で進められている。これまでに共同研究の成果として（アウトプット 1 における研

究成果）、数多くの有望な機能性が見つけられているので、それら機能性を用いた製品化に関

わる技術開発が、残りのプロジェクト期間において加速化するものと思われる。 

 

（1）アウトプット 5 に関する研究活動の進捗状況概略 

以下の調査研究が進展している。 

1）オリーブ生産農家の生産性・技術効率性解析 

2）ローズマリーオイル精製企業の調査（ローズマリーの採取及び栽培、精油精製の技術

効率性・生産性、供給能力）。 

3）日本におけるチュニジア産オリーブオイル消費選好分析 

4）油水界面のオレウロペインの吸着量の検討 

5）膜法によるオレウロペインの分離特性の検討 

6）ポリフェノールの抗酸化機構と物理化学特性の関係の解明及び食用途展開 

7）オリーブオイル処理水からポリフェノールを回収するための多段膜分離プロセスにつ
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いて 

 

（2）各指標の達成状況について 

指標 5-1：関連分野での論文発表数、学会発表数、特許出願数 

2013 年 3 月末時点で、アウトプット 5 に関連する論文数は 4、学会発表数は 6、特許出

願数は 0 である。論文発表実績の詳細については、ミニッツの Annex 12 を参照のこと。 

これまでにアウトプット 5 に関する複数の論文発表と学会発表（国内）があり、本プロ

ジェクトにおいて生物資源の利用法・製品化に関する技術開発に関する良い研究成果を産

出しつつあるといえる。 

 

指標 5-2：利用法・製品化に関する技術開発能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数

生物資源の利用法・製品化に関する技術開発に必要な能力を備えた研究者等の人数は、

中間レビュー時点で、CBBC、CBS、IRA で各 1 名である。プロジェクト終了時において、

必要な能力を備えた研究者等の人数の目標値は、表－７に示すとおりである。 

なお、生物資源の利用法・製品化に関する技術開発にかかわる研究者等の能力強化は、

順調に進展していると思われる。 

 

表－７ 利用法・製品化に関する技術開発能力を備えた研究者等の人数の目標値 

機関名 

現時点において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数 

プロジェクト終了時において 

当該分野にかかわる技術の開発に必要な能力

を備えた研究者等の人数（目標値） 

CBBC 1 3 

CBS 1 3 

ENIS --- --- 

INAT --- --- 

IRA 1 3 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・

機能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な基礎が構築さ

れる。 

チュニジア側 5 研究機関の研究能力は、全般的にみて、順調に強化されつつあるといえる。プ

ロジェクト終了時には、生物資源の有用成分の探索、機能性評価、生産、製品化を行うための技

術的な基礎が構築されるものと期待される。ただし、情報共有や業務分担等に関して、本プロジ

ェクトに参加している研究機関間の協働体制を強化する必要がある。 

 

指標 1：実施機関の研究能力全般 

チュニジア側 5 研究機関で本プロジェクトの活動にかかわっている研究者等の人数は、表－８

のとおりである。 
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表－８ 研究機関で本プロジェクトにかかわっている研究者等の人数 

機関名 
教授、准教授、助教授、

研究員の人数 

学生（博士課程及び

修士課程） 

エンジニア及び

テクニシャン 
その他 計 

CBBC 5 3 2 0 10 

CBS 5 11 2 1 19 

ENIS 8 3 2 0 13 

INAT 4 9 1 0 14 

IRA 3 3 5 0 11 

Total 25 29 12 1 67 

 

チュニジアにおける研究活動は、機材調達の遅れ、調達した機材の不具合、ジャスミン革命の

影響を受けたため、当初の研究計画（研究スケジュール）に比較して遅れている。しかしながら、

チュニジア側 5 研究機関の研究能力は、日本側研究者との共同研究並びに本邦研修〔短期の研修

と長期研修（博士課程）〕を通じて強化されつつある。 

共同研究を通じて、関係している研究者達は、非常に満足できる研究成果を出しつつある。今

後も、共同研究が円滑に進捗すれば、プロジェクト終了時には、生物資源の有用成分の探索、機

能性評価、生産、製品化を行うための技術的な基礎が構築されるものと期待される。 

 

指標 2：実施機関間の協働体制 

これまで、チュニジア側研究機関間の協働による研究活動は、それほど広範囲には実施されて

こなかった（チュニジアの研究機関の一般的傾向でもあり、本プロジェクトに参加している研究

機関にも当てはまる）。一方、本プロジェクトにおいては、チュニジア研究者間の研究協力が進

みつつある。今後は特に、本プロジェクトに参加している研究機関間で、情報共有と役割分担の

明確化を行い、機能する協働体制を構築していく必要がある。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

（1）地域開発のために半乾燥・乾燥地の生物資源を評価研究する必要性 

チュニジアの半乾燥・乾燥地には、各種の生物資源が存在し、その有用成分は抗酸化機能

等、機能性食品の材料となることが知られつつある。しかしながら、有用生物資源探索につ

いての研究事例はそれほど多くはなかった。例えばオリーブは乾燥地の生物資源の 1 つであ

り、チュニジアは世界第 3 位のオリーブ油輸出国（FAO 統計 2010 年）であるものの、付加価

値をつけたオリーブ製品はほとんどない。薬用植物については、いくつかの分析事例があり、

薬用植物がメラニン産生抑制効果等をもつ有用成分をもつことがわかっている。ただし、そ

のような有用成分の適切な利用は少なかった。このような状況であるため、有用生物資源の

機能性を研究し、付加価値開発をめざした利用方法を開発するニーズがあった。また、乾燥

地の生物資源量は限定的であるため、乾燥地の環境に適応した新品種の育種方法の開発と大

量生産のための方法を開発することも必要とされていた。 

 

（2）チュニジアの国家開発政策等との整合性 

チュニジア政府の「経済社会開発戦略 2012-2016」では、10 の重点事項を掲げており、その

うち、本プロジェクトの目的と関連するのは、以下の 3 項目である。 

1）科学技術を通じて経済構造を変換する。 

2）生産、創造、自由なイニシアティブのために内部的ダイナミック条件を創出する。 

3）資源の最適利用と自然生育地の保全 

 

（3）わが国の対チュニジアの援助方針との整合性 

日本政府の対チュニジアの国別援助方針（2013 年 3 月）における重点分野は、1）公正な政

治・行政の運営に向けた安定的な国内改革、2）持続可能な産業育成、3）国内産業振興を担

う人材の育成、である。本プロジェクトは、「国内産業振興を担う人材の育成」分野、高等教

育・学術研究支援プログラムのなかのプロジェクトとして位置づけられている。さらに、「持

続可能な産業育成」分野における、「同国の基幹産業である農林水産業や観光業において生産

性や収益性の改善をとおした振興を支援し、更なる雇用創出をめざす」という方針とも関連

するプロジェクトである。したがって、本プロジェクトは、日本国の援助方針と整合性があ

るといえる。 

 

（4）プロジェクトアプローチの適切さ 

本プロジェクトは、5 つのコンポーネントで構成されている。それは、1）乾燥地生物資源

の有用成分の機能解析、2）乾燥地生物資源の生産のために、地域環境に適合した高度水利用

技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開発、3）乾燥地生物資源に関する統合データ

ベースの構築、4）分子マーカーを活用した非生物的ストレス耐性食用作物の育種方法の開発、

5）乾燥地生物資源の利用法・製品化に関する技術の開発、である。これら 5 つのコンポーネ

ントを達成し、かつ、これらコンポーネントの成果を統合化することで、プロジェクト目標
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（5 つのコンポーネントに関連する研究活動を行う統合的な技術的基盤の構築）が達成される

ことにつながり、研究成果が地域開発に用いられることにつながる。このような観点からみ

て、本プロジェクトのアプローチはおおむね適切であるといえる。なお、本プロジェクトの

研究成果がどのようなプロセスを経て利用され、地域開発に貢献できるか確認することが重

要である。 

 

４－２ 有効性 

関係研究機関間の協働体制が改善するための方策が実施され、プロジェクトの残り期間の研究

活動が円滑に進捗すれば、プロジェクト終了時には、本プロジェクトの有効性が高くなるものと

考えられる。 

プロジェクト目標の達成見込みの項で既に述べたように、プロジェクト終了時には、生物資源

の有用成分の探索、機能性評価、生産、製品化を行うための技術的な基礎が構築されるものと期

待される。ただし、情報共有や業務分担等に関して、本プロジェクトに参加している研究機関間

の協働体制を強化する必要がある。 

 

４－３ 効率性 

機材調達の遅れや機材運搬時の交通事故並びに革命などの影響を受けたため、本プロジェクト

の効率性は、現時点においては、中程度であるといえる。 

（1）日本側投入 

比較的多数の高い資格を有する日本人研究者が本プロジェクトの研究活動に参画し、良い

研究成果を産出しつつある。 

これまでに延べ 22 名の日本人研究者がチュニジアを訪問している。担当分野には、生物

資源の有用成分の機能性解析、水利用の高度技術、育種方法、データベース構築、生物資源

の利用法・製品化技術開発等が含まれる。多くの場合、日本人研究者のチュニジア滞在は 20

日間以下である。チュニジアにおける革命発生以降、数カ月間は、日本人研究者がチュニジ

アを訪問することができなかった（2011 年の初め）。その後、渡航制限の緩和以降も、安全

確保の観点から、チュニジアの一部地域への渡航は制限された。そのため、日本人研究者が

渡航制限地域にフィールド調査に出かけることができないとともに、チュニジア南部に所在

する IRA も訪問することができなかった（IRA の所在する Medenine を訪問できるようにな

ったのは、2013 年に入ってから）。 

チュニジア人研究者の本邦研修については、6 名が筑波大学の博士課程（3 年間）でバイ

オテクノロジー分野を学んでおり、また、22 名の研究者（教授、助教授、博士課程学生）が

短期の研修に参加した。本邦研修は、研究者の能力を更に向上させるうえで、また、研究活

動の円滑な進捗のうえで役立っていると考えられる。 

 

（2）チュニジア側投入 

5 つの研究機関において、多数の高い資格を有する研究者（教授、准教授、助教授など）

や博士課程学生が本プロジェクトの研究活動に参加している。チュニジア側は、自己予算で

研究用機器を購入しており、また、本プロジェクトに充てている予算額もかなり大きいもの

である。チュニジア側の人的資源、機材調達、予算支出における貢献は、本プロジェクトの
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研究活動実施において有効なものとなっている。 

 

（3）本プロジェクトに参画している研究機関間（チュニジア側及び日本側）のコミュニケーシ

ョンと情報共有について 

2012 年 9 月に開催された合同調整委員会（JCC）では、日本側とチュニジア側の研究機関

間で研究活動の進捗状況と研究成果情報について共有するため、本プロジェクトの研究活動

に関する年次報告書を英文で作成することが提案された。チュニジア側 5 研究機関は 2013

年に入って、英文の年次報告書を作成した。日本側研究機関は、2010 年以降、半期ごと及び

年間の報告書を和文で作成しているものの、英文の報告書は作成されていない。 

研究活動の進捗状況と研究成果について情報共有を行うためには、日本側が英文の進捗報

告書を作成することが望まれる。また、報告書の目次は、PDM に記載の活動項目に沿って統

一化する必要がある。 

 

４－４ インパクト 

（1）上位目標の達成見込み（将来） 

上位目標： 

1．実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。 

2．有用生物資源を用いて開発された製品の商品化による地域開発活性化。 

    

プロジェクトの残り期間におけるチュニジア人研究者の能力強化が効果的に進められ、チ

ュニジア側 5 研究機関が生物資源に関する研究を継続するならば、チュニジア側研究機関が、

乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる可能性は高いと考えられる。有用生物資

源の製品化については、残りのプロジェクト期間において、有用生物資源を用いた製品化に

対する支援活動を行っていく必要がある。 

 

指標 1-1：関連分野の研究数と実施機関を訪れる海外からの訪問者の国籍と人数 

この指標を評価するためには、チュニジア側 5 研究機関すべてが、各機関が作成する何ら

かの報告書に、毎年、この指標に関するデータを記載する必要がある。 

 

指標 1-2：データベースの種と品種の数、データベースへのアクセス数 

現時点で、プロジェクト修了後、データベースにどのくらいの種や変種が追加記録され、

データベースにどのくらいのアクセスがあるか予想することは困難である。少なくとも、デ

ータベースシステムには、データベースへのアクセス数をカウントする機能をつける必要が

ある。 

 

指標 2：有用生物資源を用いた製品数とその売り上げ、新規雇用者数 

有用生物資源を用いてどのくらいの製品が作られるか予想することは、現時点では困難で

ある。有用生物資源を用いた製品を開発することを支援するためには、有用生物資源に関す

るマーケティングや製造に関する指針、あるいはロードマップを作成することがよいかもし

れない。  
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（2）その他のインパクト 

まだプロジェクト期間の半ばであるため、顕著なプラスの波及効果というものはみられな

いが、生物資源の機能性解析における研究成果には、顕著な成果がある。具体的には、生物

資源の有用な機能性を用いた食品や化粧品が将来開発される可能性が非常に高い。水と環境

に関する研究成果は、水資源利用の効率性向上に用いることができる基礎情報となり得る

（チュニジアの水資源は非常に限られているため）。 

 

４－５ 持続性 

政策面、組織面、資金面、技術面で本プロジェクトの持続性がおおむね確保されるであろうと

判断される。 

（1）政策面 

妥当性の項で述べたように、チュニジア政府の「経済社会開発戦略 2012-2016」では、1）

科学技術を通じて経済構造の変換、2）生産、創造、自由なイニシアティブのために内部的

ダイナミック条件の創出、3）資源の最適利用と自然生育地の保全、が重点事項に含まれて

おり、本プロジェクトの目的と関連性が高い。したがって、本プロジェクトの政策面での持

続性は確保されるものと考える。 

 

（2）組織面 

本プロジェクトに参画しているチュニジア側研究機関は公的研究機関であり、組織的には

複数の研究室と事務部門をもつ。5 研究機関とも、教授、准教授、助教授、技術スタッフ（エ

ンジニアやテクニシャン）など 100 名以上の研究者を抱えている。研究機関によっては、博

士課程の学生もおり、その人数は約 100 名である。全 5 研究機関とも整った組織体制をもち、

能力ある研究者がいる（各研究機関の組織・人員に関する情報は、付属資料 6 を参照のこと）。

したがって、有用生物資源の研究を継続するための組織面の持続性はあると考える。 

 

（3）資金面 

チュニジア側 5 研究機関ともある程度の年間予算をもち、本プロジェクトの研究活動にも

予算を支出している。5 研究機関の予算的貢献は大きい。したがって、有用生物資源につい

ての研究を継続するうえでの資金面での持続性はあると考える。 

 

（4）技術面 

既に述べたように、チュニジア側 5 研究機関は多くの能力ある研究者を抱え、本プロジェ

クトにおいてチュニジア側研究者と日本側研究者が共同研究を進めることを通じて、チュニ

ジア側研究者の能力のさらなる強化が進んでいる。もちろん、研究者によって能力水準に差

はあるものの、本プロジェクトにかかわっているチュニジア研究者間で、研究機器の使用方

法について、また、研究技術についての知識やスキルを共有・移転することは非常に必要な

ことであり、有用生物資源の研究を継続するために必要な技術面の持続性を確保するうえで

も重要である。 
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第５章 結論 
 

本プロジェクトは、チュニジア政変や機材運搬事故、東日本大震災といった不可抗力による影

響を受けたことにより、当初計画に比して全体的に約 1 年間活動の進捗が遅れているものの、そ

のような進捗の遅れに対して、これまでに達成された成果のインパクトは大きい。具体的な成果

としては、本プロジェクトで研究対象としているオリーブ、薬用植物、塩生植物の一部において、

抗肥満効果、抗腫瘍効果、抗アレルギー効果、ガン細胞の増殖抑制効果等の機能が確認されてい

る。ただし、研究グループによって成果達成状況にはばらつきがあることに加え、上述の成果は

主に日本の研究機関における研究実績によるところが大きく、チュニジア国内での研究活動の実

施状況はまだ十分であるとはいえないため、プロジェクト期間内での目標達成の見込みは現時点

では不透明である。 

しかしながら、残り期間内での成果・目標達成に向けた関係者の意識は高く、今後、研究内容

の絞り込みや優先順位づけ、関係者間の円滑なコミュニケーションと適切なプロジェクト工程管

理といった課題を改善することで、プロジェクト目標が達成される可能性は十分にあると判断さ

れる。さらには、インパクトの観点からは、本プロジェクトにより構築された各研究機関間の連

携体制がより一層強化されることで、それら研究機関が地域における中核的研究機関となるポテ

ンシャルを有しており、また、本プロジェクトにおいて確認された研究成果は、将来的な商品化

等を通じて地域開発活性化につながる可能性があり、期待度が大きい。 

そのため、まずは進捗の遅れのリカバリーと期間内での目標達成に向けて、プロジェクト関係

者のコミュニケーションをより一層強化し活動を促進することが期待される。 
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第６章 提言 
 

６－１ 残りのプロジェクト期間にプロジェクトが対応すべき事項 

（1）残りプロジェクト期間内での成果・目標達成に向けた活動促進 

今中間レビューを通じて、政変や機材事故による進捗の遅れが発生しており、日本・チュ

ニジア国側双方がその影響を認識し、リカバリーに向けて努力していることが確認できた。

一方で、本プロジェクト期間は 2015 年 5 月までとなっており、残された期間は約 2 年間と

なっている。そのため、残り期間中にプロジェクト目標を達成するためには、関係者個々の

努力に加え、プロジェクトの実施プロセス及び研究内容の両面において改善と工夫が必要で

あると思われるので、プロジェクトリーダー及びサイエンティフィック・コーディネーター

を中心に検討が必要である。 

 

（2）日本・チュニジア側研究者間の情報共有体制の強化 

現状では、日本・チュニジア国側双方の研究者間の情報共有は、担当研究者同士で不定期

に行われるスカイプミーティング、また、日本側研究者がチュニジアに渡航した際に行われ

る意見交換等、口頭での情報共有が中心となっている。一方で、本プロジェクトには日本・

チュニジア国側ともに多くの機関・研究者がかかわっており、担当研究者同士のみに限らず、

すべての関係者の間で定期的かつ正確な情報共有を行うことはプロジェクト目標達成に必

要不可欠である。そのためには、定期的に日本・チュニジア国側双方で簡潔な英文進捗報告

書を作成することや、日本・チュニジア国側双方のグループリーダー全員による会議を開催

するなど、情報共有の仕組みを整える必要がある。 

 

（3）残りプロジェクト期間の詳細活動計画作成 

本プロジェクトは、その取り扱うテーマの多様性や 5 つのグループごとに研究を行うとい

う実施体制から、プロジェクト全体の活動状況を把握することが難しい構造となっている。

そのうえ、政変や機材輸送事故による進捗の遅れも発生し、当初計画に比して現時点で何が

どこまで行われたのか、今後何をすべきなのかということが関係者の間で十分に認識・共有

されていない。よって、いま一度プロジェクト全体の進捗状況を整理し、残り期間における

詳細活動計画を作成するなど、プロジェクト全体の進捗と計画について関係者間で共通認識

を形成することが必要である。またその作業を通じて、日本・チュニジア国側双方の研究者

間の情報共有がより一層促進されることも期待される。 

 

（4）PDM の修正（具体的数値目標の設定） 

プロジェクト PDM は、2011 年 9 月に開催された JCC において一度修正されたが、同 PDM

では、成果・目標の具体的数値目標が設定されていなかった。今後のプロジェクト評価に向

けては、具体的数値目標を定めその達成度を測る必要があることから、それらを定め PDM

の修正を行う必要がある。なお、本中間レビュー調査団による具体的修正案及びその理由は

以下のとおりである（PDM 修正に係る協議結果は下記（4）のとおり）。 
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６－２ 日本側が対応すべき事項 

（1）日本側研究機関間の情報共有体制の強化 

本プロジェクトには、日本側の 3 つの大学が参加し、担当グループごとに研究活動及びチ

ュニジア側研究機関との連携を行っている。各担当グループの進捗状況や課題を日本側関係

者間で適切に共有するためにも、3 大学合同の定期会議を開催するなど、日本側研究機関間

の情報共有体制をより一層強化することが望ましい。 

 

（2）英文報告書の作成とチュニジア側への共有 

現在、日本側研究機関においては定期的な英文報告書は作成されていないが、今後は、関

係者間での情報共有を促進するためにも、英文での定期報告書を作成し、チュニジア側研究

機関に共有することが望ましい。 

 

６－３ チュニジア側が対応すべき事項 

（1）チュニジア側研究機関の協働体制の強化 

本プロジェクトには、チュニジア側の 5 つの研究機関が参加し、テーマごとに 5 つのグル

ープを形成して研究活動を行っている。これまでのところ、同じグループに所属する機関同

士の連携、また、その他一部の機関同士の限られた連携は行われているものの、5 機関全体

の連携やコミュニケーションは十分に行われていない。しかしながら、今後統合データベー

スの構築や製品化技術の開発といった成果を達成するためには、5 機関がこれまで以上に協

力しながら活動を実施していくことが重要であるため、サイエンティフィック・コーディネ

ーターを中心にその具体的方策を検討する必要ある。 

 

（2）サイエンティフィック・コーディネーター、グループリーダーの役割の明確化 

プロジェクト残り期間において活動を促進し、期間内に成果を達成するためには、チュニ

ジア側コーディネーター及びグループリーダーがより一層活動をけん引することが強く期

待される。そのためにも、それぞれの役割を明確化し、リーダーシップを発揮しやすい環境

を整えることが望ましい。 

 

（3）機材の適切な維持管理 

プロジェクト R/D にも記載されているとおり、原則として投入した機材のメンテナンスは

チュニジア側の責任の下で行われるべきであり、日本側がそのための経費を負担することは

できない。よって、現時点で不具合が生じている機材のメンテナンスを含め、機材・消耗品

の維持管理はチュニジア側に適正に行われる必要がある。 
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